
　
平
成
22
年
度
の
決
算
が
10
月
５
日
の
市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。み
な

さ
ん
が
納
め
ら
れ
た
税
金
や
、国
や
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
が
、ど
の
く
ら

い
あ
り
、ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
を
今
号
で
紹
介
し
ま
す
。

決
算
報
告

平成22年度

財政の用語
自主財源　地方公共団体が自らの手で徴収、ま
たは収納できる財源。地方税、使用料、手数料、寄
附金などがあります。
依存財源　収入にあたって国や都道府県の関与
を受ける財源。地方交付税、国庫支出金、県支出
金などがあります。
地方交付税　地方公共団体が、等しく合理的か
つ妥当な水準で事務を遂行し、財産を管理する
ことができるよう市の財政力に応じて国が交付
する税
市債　市がする借金のことで、大規模事業など
を行う場合、非常に大きな働きをします。

●歳入（入ったお金）と歳出（使ったお金）の内訳〔一般会計〕

都市計画税
10億3,712万円
7.4％

固定資産税
73億1,268万円
52.1％

市民税
46億498万円
32.8％

市たばこ税
5億4,958万円
3.9％
その他
5億2,208万円
3.8％

Topic

依

存

財
源

自
主

財
源

繰越金
50億5,402万円
9.2％

諸収入
30億1,169万円
5.5％

使用料および手数料
５億1,973万円
1.0％その他

13億6,096万円
2.4％

地方交付税
161億5,127万円
29.6％

国庫支出金
67億5,080万円
12.4％

県支出金
23億1,490万円
4.2％

市債
33億2,140万円
6.1％

地方消費税交付金
9億6,149万円
1.8％

その他
11億7,826万円
2.1％

歳入合計
546億5,096万円

市税
140億2,644万円
　　　25.7％

総務費
105億4,471万円
21.1％

民生費
105億1,978万円
21.0％

衛生費
24億4,126万円
4.9％

農林水産業費
21億2,701万円
4.3％

商工費
40億5,048万円
8.1％

土木費
54億8,220万円
11.0％

消防費
14億3,194万円
2.9％

教育費
60億7,389万円
12.2％

災害復旧費
1,664万円
0.0％

公債費
69億2,307万円
13.8％

議会費
3億5,879万円
0.7％

歳出合計
499億6,977万円

歳  入　546億5,096万円（515億1,100万円）
歳  出　499億6,977万円（464億5,698万円）

※（　）は平成21年度決算

●
財
政
力
指
数

財
政
基
盤
の
強
さ
を
表
す
指
標

で
、基
準
値
を
１
と
し
て
、１
を
超

え
る
ほ
ど
財
政
力
が
強
い（
豊
か
で

あ
る
）と
い
え
る
も
の
で
す
。

高
山
市
は
合
併
直
後
で
０・４
８

に
な
り
ま
し
た
が
、21
年
度
は
０・

５
５
、22
年
度
は
０・５
４
で
し
た
。
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財
政
構
造
の
弾
力
性
を
表
す
指

標
で
、人
件
費
や
公
債
費
な
ど
必
ず

支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
固
定

経
費
が
、市
税
や
地
方
交
付
税
な
ど

の
収
入
に
対
し
て
ど
れ
だ
け
占
め

ら
れ
て
い
る
か
を
み
る
も
の
で
す
。

率
が
低
い
ほ
ど
臨
時
的
な
経
費

に
お
金
が
回
せ
る
こ
と
に
な
り
、財
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３つの
財政指標から
見る決算


